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地域子ども・子育て支援事業の説明 

 （子ども・子育て支援法 第５９条） 

 

① 利用者支援事業 

子育て中の親子や妊婦等が、幼稚園、保育所等の施設あるいは地域の子育て支援事業の中

から必要な支援を選択して円滑に利用できるように、行政窓口その他の場所で専任職員が

情報提供、相談、援助を行い、関係機関との連絡調整を行う事業です。 

・特定型：子育て家庭等から保育サービスに関する相談に応じ、地域における保育所や

各種の保育サービスに関する情報提供や利用に向けての支援などを行います。 

・こども家庭センター型：母子保健と児童福祉の一体的な運営を通じて、妊産婦及び乳

幼児の健康の保持及び推進に関する包括的な支援及び全てのこどもと家庭に対して虐

待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援まで、切れ目なく対応を行います。 

 

② 時間外保育事業（延長保育事業） 

２号認定又は３号認定を受けた子どもが、保護者の勤務条件や家庭の事情等により、利用

時間外の時間に保育を必要とする場合に、認定こども園、保育所等において保育を実施す

る事業です。 

 

③ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者が出産や病気等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難にな

った子どもに対し、市が委託する児童養護施設等に子どもを預け必要な保護を行う事業で

す。宿泊を伴う場合もあります。 

 

④ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業等） 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を保健師又は助産師が訪問し、育児に関する不

安や悩みの傾聴、子育て支援に関する情報提供、乳児及びその保護者の心身の様子や養育

環境の把握、支援が必要な家庭に対する提供サービスの検討、関係機関との連絡調整等の

支援を行う事業です。 

 

⑤ 養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対す
る支援に資する事業 

家庭における安定した養育が実施できるよう、養育について支援が必要な家庭に対し、訪

問による具体的な育児に関する相談、指導、助言その他必要な支援を行います。 

 

⑥ 地域子育て支援拠点事業 

小学校就学前の児童とその保護者が集まり、一緒に遊びながら交流するふれあいの場を提

供するとともに、子育てに役立つ情報をお知らせするほか、子育てに関する悩みについて

の相談を行います。 
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⑦ 病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

子どもが病中又は病気の回復期であって、集団保育が困難で医師が必要と認めた期間、医

療施設等に付設された専用スペースで、一時的に保育及び看護ケアを実施する事業です。 

 

⑧ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

子育てのお手伝いをしたい会員（サポート会員）と、子育てのお手伝いを受けたい会員（フ

ァミリー会員）による、組織的な相互援助活動（有償ボランティア活動）です。事前に事

業説明会に参加し、入会する必要があります。ファミリー会員からの利用希望があった場

合に、センターがサポート会員と連絡調整して、援助活動につなげていきます。 

 

⑨ 一時預かり事業 

急な用事等、家庭で一時的に保育が困難になった場合に、幼稚園や保育所等で子どもを預

かる事業です。なお、幼稚園での教育標準時間前後の預かり保育も一時預かり事業に含め

ています。 

 

⑩ 妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健康診査） 

妊婦の健康の保持及び増進を図り、安心・安全な出産に資するよう、母子保健法第１３条

に基づき実施している事業です。現在、本市においては、妊娠確定後、妊娠届を提出し母

子健康手帳の交付を受けた方に、妊婦健康診査１４回分と妊婦超音波検査４回分、妊婦子

宮頸がん検診１回分を一部公費で受診できる受診票をお渡ししています。 

 

⑪ 放課後児童健全育成事業（学童保育） 

保護者の就労等の理由で、放課後や長期休業中に保護者不在の小学生に対して、自主性、

社会性及び創造性の向上や基本的な生活習慣の確立等を図り、健全な育成を図る事業です。 

 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

・教育・保育給付認定保護者に対する日用品・文房具等に要する費用の補助 

特定教育・保育施設または地域型保育事業の利用の際に、教育・保育に係る日用品、文房

具その他必要な物品の購入等に要する費用や行事への参加に要する費用等の実費徴収が

行われた場合について、保護者の世帯の所得状況等を勘案し、市が定める基準に該当した

ときに、その実費徴収の一部を助成する事業です。 

・施設等利用給付認定保護者に対する副食材料費に要する費用の補助 

 幼稚園等の利用の際に、食事の提供（副食の提供に限る）にかかる実費徴収が行われた場

合について、保護者の世帯の所得状況等を勘案し、市が定める基準に該当した時に、その

実費徴収の一部を助成する事業です。 

 

⑬ 多様な主体が子ども・子育て支援新制度に参入することを促進するための事業 

子ども・子育て支援新制度において、多様な事業者の技術、手法、経験などを活用し、特

定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。 
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 次の事業は、令和６年の子ども・子育て支援法等の一部改正により、令和７年度より地

域子ども・子育て支援事業に位置づけられることが決定しました。 

⑭ 産後ケア事業 

出産後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てがで

きる支援体制の確保を行う事業です。 

○ 妊婦等包括相談支援事業 

妊婦・その配偶者等に対して面談等により情報提供や相談等（伴走型相談支援）を行う事

業として新設する。 

 

 以下の事業は、令和７年４月に施行される「児童福祉法」において「乳児等通園支援事

業」が規定され、令和８年４月に施行される「子ども・子育て支援法」において「乳児

等のための支援給付」が規定されます。 

 

○ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育

て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するた

め、現行の幼児教育・保育サービスに加え、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要

件を問わず時間単位で柔軟に利用できる新たな通園サービス。 

令和６年度：制度の本格実施を見据えた試行的事業（・118 自治体が実施（令和 6 年 8 月

30日現在）・補助基準上一人当たり「月 10時間」を上限） 

令和７年度：法律上制度化し、実施自治体数を拡充（・法律の地域子ども・子育て支援事

業の一つとして位置づけ） 

令和８年度：法律に基づく新たな給付制度（・全自治体で実施・内閣府令で定める月一定

時間までの利用枠） 

 

 以下の事業は、令和４年の児童福祉法改正に伴い創設されました。 

 

① 子育て世帯訪問支援事業 

家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー

等がいる家庭を対象に、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴する

とともに、家事・育児等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐

待リスク等の高まりを未然に防ぐ事業です。 

② 児童育成支援拠点事業 

養育環境等にサポートが必要な、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、居場

所となる場を開設し、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事

の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつ

なぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を行う事業です。 

③ 親子関係形成支援事業 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、

講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応

じた情報の提供、相談及び助言を実施する事業です。 
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